
年　　月　　日　
岐阜県地域振興課長　様
団体の名称　　　　　　　　　　　　　
代表者の職　代表者の氏名　　印　　　
平成３１年度移住促進団体活動推進事業の募集に係る提案書
の提出について
このことについて、別添のとおり提出します。
移住促進団体活動推進事業　提案書

	事業名称
	

	事業概要
	

	事業費
	　　円（税込）

	実施期間
	　年　月　日　～　　　　年　月　日


	提案者

	団体名
	

	団体住所
	

	団体代表者の職・氏名
	


	活動範囲となる市町村

	市町村名・担当部局・担当者
	


※　複数の市町村にまたがる場合は、それぞれについて記載すること。
	提案者連絡先

	担当者の所属
	

	担当者の職・氏名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	電子メールアドレス
	


１　今回提案する事業について

（１）事業の目的、必要性、目標及び内容について
	目的・
必要性・
目標
	【目的】
【必要性】
【目標】



	事業内容

	【事業実施期間】
　　年　　月　　日（　）　～　　　年　　月　　日（　）
【具体的な事業内容】



※　目標については、本事業の趣旨を踏まえた上で、事業実施によって達成すべき客観的・定量的な指標とすること。
※　事業内容については、主な取組みごとに、取組み内容、場所、時期、対象等がわかるように記載すること。
（２）事業の新規性
	


※　本事業が本県への移住定住を図る先進的かつ新規な取組であるかなどについて説明すること。
（３）事業の汎用性
	


※　地域の条件や特色を的確に把握し、同様の条件や課題を抱えた他の地域でも今後実施することが可能な手法による取組であるかなどについて説明すること。

（４）事業の継続性

	


※　委託経費の積算は適切であり、費用対効果が高い取組であるか、移住定住の促進に向け継続的に取り組むための中長期的な計画を有しているかなどについて説明すること。
（５）事業の発展性
	


※　事業の成果について、客観的・定量的に把握するための検証体制が確立されているか、また検証で抽出した課題等を踏まえ、その後の取組の改善・発展につなげるための仕組みを有しているかなどについて説明すること。
（６）事業の実施体制
	


※　事業を遂行するための人員体制、実施場所、各主体の役割等について、フローチャートなどの図を用いて記載すること。
（７）市町村等との連携・協力状況
	


（８）県の重点課題への取り組みについて

〈移住者向け継業（事業継承）に関する取り組み・移住定住促進に資するテレワーク・ワーケーションに資する取り組み〉

	


※　取組み内容、場所、時期等がわかるように記載すること。
２　概算見積額　（※　様式３と整合させること。）
	事業費合計（税込）
	千円（Ａ）


（様式１）








